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Project 

㊶ 
地域協働専攻 

国際協働グループ 

地域プロジェクト （令和3年度前期～令和3年度後期）  

外国にルーツを持つ児童への 

遠隔と対面による日本語学習支援プロジェクト 

【メンバー】 [学  生］中田 沙岐/四條 睦/櫛引 美音/鈴木 貴大/三國 紘斗 

            協力:阿部 彩乃 

［担当教員］佐藤 香織  

 

【背景】  

外国にルーツを持つ児童への日本語教育は日本語教育の領域における大きな課題の一つであり、函館の

小学校・中学校には日本語学習支援を必要としている児童（生徒）がいる。 

コロナ禍ということもあり、感染症対策を徹底しながら支援を行った。  

【目的】  

児童（生徒）の日本語能力の向上を目指し、支援実施者の日本語教育実践・地域の教育機関・日本語支援

員との連携を図っていくこと。また、新型コロナウイルス感染拡大の状況下でも行える日本語学習支援の教材

づくりを行うこと。  

【概要】  

前期・後期ともに新型コロナウイルス感染対策を徹底しつつ、実際に対面での日本語教育支援を行った。

直接支援では、入り込みの支援を行った。児童が苦手としている理科と社会の授業に参加し、先生の指示と

板書を簡単な日本語や英語に変換することで支援を行った。１１月中旬頃からは、対象児童がフィリピンに一

時帰国することを踏まえ、動画教材での支援に支援方法を切り替え、日本語の動画教材の作成を行った。 

 【プロセスと成果】 

前期は、対面での支援を中心に行った。支援では、入り込みの支援を行い、児童が苦手とする理科と社会

の授業に参加し、先生の話や指示の英訳、やさしい日本語に言い換えて説明を行ったり、板書を英訳または

やさしい日本語で説明し、日本語と一緒にノートを書くように促したりした。また、テストの際には、テストプリン

ト内の難しい単語と難しい文をやさしい日本語へ言い換えて説明し支援を行った。５月中旬から一か月程コロ

ナの影響で支援に行けなかった期間があったが、自宅で学習を行えるよう動画教材の作成を行った。教科書

内にある重要語句の説明や概要、漢字の書き方などを確認できる動画やプリントを作成した。 

後期は、１１月中旬まで前期同様に対面での支援を行った。１１月中旬からは、児童がフィリピンに一時帰

国することを踏まえ、日本語を少しでも覚えてもらえるよう日常で使う日本語を中心に動画を作成した。 

入り込み指導においては、児童の苦手な部分や理解が及んでいない部分を明確に把握した上でそれらを

補う教材作成を行うことができた。また、活動報告書を共有することで児童の現状を把握することができ、次回

の支援活動の準備に活用することが出来た。さらに、児童の板書のスピードが速くなり、漢字・ひらがなを以前

より書けるようになった。以上のことが成果としてあげられる。 

 

 

  

①日本語《長音》の動画教材 ②社会の学習補助教材 ③児童のノート 
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【総括と反省・今後の課題】 

前期は、対面による支援を行うことも出来たが新型コロナウイルスの感染拡大の影響もあり、支援に行けな

い期間も多かった。しかし、動画教材を作成することで学習者が自宅でも学習が出来るよう間接的な支援を行

うことが出来た。動画教材では、授業の単元を簡単に図や写真でまとめながら重要語句の説明、漢字の書き

方をまとめ、復習用の補助教材として使用できるものを作成した。また、簡単なクイズを盛り込み、児童が飽き

ないように工夫した。 

後期は、対面による支援を行う回数が増え、入り込み支援で使用する簡単に授業の内容をまとめたプリント

を持参しながら活動した。１月以降には児童が一時帰国するということを踏まえて遠隔による支援活動として、

１１月ごろから対面による活動と並行して動画教材の作成も行った。 

 

前期の活動と比較して動画教材の作成にも慣れ、スムーズに補助教材の作成をすることができた。クイズ

の答えや説明に音声を加えることで、長音の正しい発音を分かりやすく、視覚と聴覚両方で学習できるよ

うに作成した。一方で、少ない対面による支援活動の中で１回１回中身の濃い活動が出来たとは言えなかっ

た。 

活動を通して、コロナの影響もあり活動の幅が狭くなることもあったが、その時々に合わせた活動を行うこと

が出来た。その一例として、対面による支援活動から児童が苦手としている部分を把握した上でそれらを補助

する日本語教材を作成することが出来た。また、児童も板書のスピードが速くなり、漢字・ひらがなを進んで書

くことが多く授業への意欲的な態度も見られるようになった。 

今後の課題として、函館市教育委員会、支援小学校や担任の先生と支援の方向性の確認をする機会を

確保すること、児童の学習言語習得を補助する自宅学習が行えるような教材を作成することがあげら

れる。 

 
【地域からの評価】 

活動を通じて地域の方からは「児童の言語理解力

が十分ではないため、特に内容理解が難しい理科・

社会について入り込みで支援活動をしていた際、

まわりの生徒さんにも迷惑にならないよう気を 

使っていたよう」また「いかに児童に分かりやす

く説明できるか、図解説明の入った自作のハンド

アウト、更には動画を作って見せたりして工夫し

ており素晴らしいと」いうお言葉を頂きました。 

 また「日本語支援（取り出し）側と連携して情報

交換し合い、児童の理解不足部分、或は指導して

ほしい部分を共有し支援活動を行っていた。児童

にはその成果も見られていた反面、日本語指導（取

り出し）も含めて本人のモチベーションが上がら

なかったり一時帰国したりと、こちらのモチベー

ション維持も大変だったのではないかと思う」と

評価を頂いた。 

 また、北海道新聞様にも活動の様子を取り上げ

て頂いた。（９０ページに掲載） 

     

 

【その他】 

年間スケジュール 

  

（前期）  

4/22～5/14 対面による支援活動（地プロⅡと

合同） 

※5/14以降は新型コロナウイルス

感染拡大の影響により一時中止 

5月・6月 理科と社会の動画教材の作成 

6/22～7/15 対面による支援活動の再開 

8月・9月 新型コロナウイルス感染拡大の影

響により一時中止 

 

 

（後期） 

10/1～11/5 対面による支援活動 

11月・12月 

・1月 

遠隔で学習支援ができる教材の

作成（教材①） 

1/29       最終発表会 

1/30～ 報告書作成 

 

 

 

 

 



北海道教育大学函館校     

Project 

㊷ 
地域協働専攻 

 

地域プロジェクト （令和3年度前期～令和3年度後期）  

拉致問題解決のための授業実践プロジェクト 

【メンバー】[学  生］国際協働グループ：内田 結衣/伊藤 里紗/菅原 楓/鈴木 六三志/舘洞 怜那 

地域政策グループ：鈴木 悠心/宮越 悠/丹羽 悠夏/猪狩 真央/長岡 旭 

織田 和奏/石澤 優眞 

地域環境科学グループ：八木橋 明華里 

［担当教員］ 山岡 邦彦  

【背景】  

拉致問題の解決のためには、すべての拉致被害者の一日も早い帰国実現へ強い意思を示すことが、力強

い後押しとなる。ところが、これまで若い世代は、拉致問題について触れる機会が少なかった。そうした若い世

代への啓発が重要な課題となっている。そこで、拉致問題を扱う授業を具体的に構想、実践することによって

課題改善を図ることにした。  

【目的】  

拉致問題を扱う授業の指導案の作成、模擬授業の実施などを通じて、教育現場で拉致問題を取り上げるこ

との重要性への認識を深めるとともに、生徒・児童に拉致問題についての理解を促すことを目指す。 

【概要】  

１） 事前学習…拉致問題に関する行政的説明と帰国拉致被害者の講話を聞き、質疑応答した。また、

小浜市で実際の拉致現場を視察した。実際に見聞きしたことにより、拉致問題の深刻さ、解決の重

要性を再認識できた。 

２） 指導案の作成…さまざまな活動を経て、拉致問題の認識を深め、それをもとに、小学生・中学生・高

校生向けの指導案を各チームが作成した。さらに小中高別にどのようにすれば拉致問題を考えても

らえるかについて検討し、扱う教科の教育目標なども踏まえて授業計画を作成した。1科目（小学校

道徳科）について、模擬授業を実施した。 

 【プロセスと成果】 

6-7月は拉致問題に関する講義を受けた。8月には内閣府主催の教員等研修にオンラインで参加した。 

9月は拉致現場（福井県小浜市）を視察し、帰国拉致被害者（地村保志さん）から拉致されたときの体験、北

朝鮮での暮らし、現在の心境について話を聞いた。 

11-12月は、3チームにわかれて学習指導案の作成（小学校道徳、中学校社会、高等学校公民）、模擬授業

の実施及び振り返りを行った。 

12月に、政府主催国際シンポジウム（東京）を傍聴した。傍聴に先立って、松野博一官房長官（拉致問題担

当相）と授業実践事業に参加したことについて車座対話を行った。さらに、内閣官房拉致問題対策本部幹部

職員の前で、研究授業取り組みの発表を行い、海上保安資料館横浜館に展示中の北朝鮮武装工作船を見

学した。 

こうした活動を踏まえて、1月には地域プロジェクト成果報告会に向けて、報告準備作業をした。 

 

 

 

 

 
帰国拉致被害者（地村氏）から話を聞いた 拉致問題担当相（松野官房長官）と車座対話した 
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【総括と反省・今後の課題】 

 

拉致問題を教育現場で扱うことによって拉致問題についての若者の理解を深めることを目指す、という目的

を達成するうえでは、なによりもこの問題を風化させないことが重要である。教育現場での課題提示にとどま

らず、学習者に身近な問題として認識してもらう必要がある。そこに工夫する余地があると思った。 

事前学習では、政府関係者や、拉致被害者、研究者などから直接話を聞いて、拉致問題に関する様々な

知識を得ることができ、拉致問題の深刻さ、解決の重要性とそこへ至る難しさを知ることができた。 

現地学習では、コロナ禍の中にもかかわらず、十分な対策のもとで予定通り実施されたので、非常に学び

の深い研修を受けることができた。実際の拉致現場を視察し、その現場で、捜査にあたった警察関係者の説

明を聞き、帰国された拉致被害者からお話を聞いた。さらに、国際シンポジウムへの参加を通して拉致問題へ

の理解の幅が広がり、関心が深まった。日本国民、とりわけ若い世代への啓発の重要性を再認識した。 

実際に指導案を作成して模擬授業を行ったわけだが、その中で、拉致問題を教材として扱うことの難しさを

改めて痛感するとともに、教育で拉致問題を扱うにあたっての留意点について理解を深めることができた。 

指導案の作成活動を通じては、各チームでそれぞれ異なる観点から工夫を凝らして授業を組み立て、チー

ム同士で意見を交換した。それによって、児童・生徒にどういう観点から関心や認識を持ってもらうかについ

て、様々な手法の可能性を検討することができた。自分の家庭で話題にする機会も増え、拉致問題が大きな

ニュースになったとき、親の世代がどう受け止めていたかを知ることもできた。 

今後は拉致問題に一層の関心をもって、啓発活動など自分たちができることに取り組んでいきたいと思う。 

【地域からの評価】 

 

（１）車座対話での評価：松野内閣官房長官と

の車座対談ではメンバー全員が順番に質問や

感想を述べ、回答と当実践授業に対する講評

をいただいた。官房長官から「元々文部科学大

臣を務めていたことがあり教育には強い関心を

持っているため非常に興味深い内容であった。

拉致問題が教科書の中の歴史ではなく現在進

行の問題であることを責任ある教師としてぜひ

伝えていってほしい」という内容のお言葉をいた

だいた。 

 

（２）研究授業の取り組み発表への評価：小学

校道徳、中学校社会、高校公民の3グループに

分かれて行った授業実践活動に関して、内閣

官房拉致問題担当幹部職員にパワーポイント

を通じて発表し、コメントをいただいた。それぞ

れのチームが対象児童・生徒に合わせて伝え

方や発問などの工夫をしていた部分が、とくに

高く評価された。  

     

 

【その他】 

 

年間スケジュール 
前

期 

6月28日 第1回「授業説明会」担当教員による説

明、帰国拉致被害者である曽我ひとみ氏

の講話映像の視聴 

7月14日 第2回「拉致問題に関する講義」内閣官房

拉致問題対策本部事務局 山口内閣参事

官による拉致問題についての行政説明・

質疑応答 

7月26日 第3回「拉致問題を考える」山岡特任教授

による講義と質疑応答 

8月23日 第4回「内閣府主催の教員等研修へのオ

ンライン参加」（1）行政説明（2）拉致問題

から人権教育を考える講義（学習院大学

の梅野教授）（3）拉致被害者ご家族（横田

拓也氏）講演（4）帰国拉致被害者（蓮池薫

氏）の講演 

9月27〜29日 第5回「現場視察（福井県小浜市）及び帰

国拉致被害者（地村保志氏）の講話」 

後

期 

11月11日 第1回「学習指導案作成（1）」3チーム（小

学校道徳、中学校社会、高等学校公民）

編成と指導案作り 

11月18日 第2回「学習指導案作成（2）」作業の継続 

11月25日 第3回「学習指導案作成（3）と模擬授業」

指導案の完成と、模擬授業（小学校道徳） 

12月11日 第4回「政府主催国際シンポジウム傍聴」

拉致問題に関する国際シンポジウム「グロ

ーバルな課題としての拉致問題の解決に

向けた国際連携」（東京イイノホール）の傍

聴。松野内閣官房長官（拉致問題担当相）

と車座対話 

12月12日 第5回「研究授業取り組み発表と意見交

換・海上保安資料館横浜館見学」内閣官

房拉致問題対策本部幹部職員との意見

交換と北朝鮮武装工作船の見学 

 


